
 

 

 

 

令和３年度 国営造成施設水利管理事業 

両総地区用水計画等補足検討業務（第１回変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特 別 仕 様 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関東農政局利根川水系土地改良調査管理事務所 

 



第１章  総  則 

（適用範囲） 

第１－１条 

 変更なきにつき省略 

 

（目  的） 

第１－２条 

本業務は、令和元年度から、両総地区において代かき期の前倒しに係る調査用水を実施してい

ることを踏まえて、営農の変化等に伴う水需要変化の分析・予測・評価を行うともに、代かき期

の前倒しに必要な用水を確保するため、有識者委員会により意見を求めながら、地区内営農状況

の把握と地区内水源の検討及び河川協議資料の作成を行うものである。 

 

（場  所） 

第１－３条 

本業務において対象とする場所は、千葉県香取市他 6 市 7 町 1 村地内他で別添施行位置図に示

すとおりである。 

 

（地区概要） 

第１－４条 

   地区毎の概要は次のとおりである。 

 

 【両総地区概要】 

 受益面積 12,720ha（水田 12,720ha） 

   取水施設 利根川両総水門、第 2 揚水機場・小堤寺方機場、山武東部支線機場、松潟用水機

場栗山川統合機場、その他栗山川取水施設（14 箇所） 

   関係河川 一級河川利根川水系利根川、二級河川栗山川水系栗山川、二級河川一宮川水系一

宮川 

 

（一般事項） 

第１－５条 

変更なきにつき省略 

 

（管理技術者） 

第１－６条 

変更なきにつき省略 

 

（照査技術者） 

第１－７条 

変更なきにつき省略 

 

（担当技術者） 

第１－８条 

 変更なきにつき省略 

 

（配置技術者の確認） 

第１－９条 



 変更なきにつき省略 

 

（保険加入） 

第１－１０条 

 変更なきにつき省略 

 

 

第２章 作業条件 

（適用する図書） 

 第２－１条 

変更なきにつき省略 

 

（貸与資料） 

第２－２条 

貸与資料は下記のとおりとし、これ以外にも必要な資料があるときは監督職員と協議するもの

とする。 

 

分 類 資 料 名 数量 備考 

報告書 

令和元年度 国営造成施設水利管理事業 両総地区用水計画等

検討その他業務 報告書 
1 式  

令和 2年度 国営造成施設水利管理事業 両総地区用水計画等

検討業務 報告書 
1 式  

資 料 
両総地区調査用水水利使用協議図書（現行水利権） 1 式  

両総地区事業誌 1 式  

報告書 

 

平成 25 年度 国営造成施設水利管理事業  

西の洲地区用水計画等検討業務 
1 式  

 平成 26 年度 国営造成施設水利管理事業  

西の洲地区河川協議参考資料作成業務 
1 式  

 平成 28 年度 国営造成施設水利管理事業  

西の洲地区水源計画検討業務 
1 式  

 令和２年度 完了地区フォローアップ調査 

西の洲地区受益面積等現況調査業務 
1 式  

資 料 西の洲地区（西の洲干拓地区及び野田奈干拓地区）水利使用協

議図書（現行水利権） 
1 式  

 

（貸与資料の取扱い） 

第２－３条 

変更なきにつき省略 

 

 

第３章 作業内容 

（作業項目及び数量） 

第３－１条 

   本業務における作業項目及び数量は、次の作業項目表のとおりである。 

   なお、詳細は別紙１「作業項目内訳表」に示すものとする。 



作 業 項 目（設計業務） 
数量 

当初 第１回変更 

1.準備作業 1式 1式 

2.衛星画像等による地区内営農状況の把握 1 式 1 式 

3.地区内水利用等実態調査 

  3-1.取水量実態調査 

 3-2.分水量実態調査 

 3-3.配水管理実態調査 

 3-4.調査結果取りまとめ・分析・評価 

- 1 式 

4.地区内水源の検討 

4-1.地区内河川の利用可能量調査 

 4-2.第一調整池の実態調査・分析 

4-3.ため池の実態調査・分析 

1 式 1 式 

5.配水計画の検討 - 1 式 

6.有識者委員会の設置・運営 1式 1式 

7.河川協議資料作成 

7-1．用水諸元の整理 

 7-2．水収支計算の実行 

 7-3．河川協議資料の作成 

1式 1式 

8.関連地区資料収集等 - 1式 

9.点検照査とりまとめ 1式 1式 

 

（作業の留意点） 

第３－２条 

変更なきにつき省略 

（技術提案の履行） 

第３－３条 

変更なきにつき省略 

 

 

第４章 打合せ 

（打合せ） 

第４－１条 

変更なきにつき省略 

（１）打合せ時期 

   変更なきにつき省略 

（２）打合せ場所   

初 回       関東農政局利根川水系土地改良調査管理事務所 

第２回           WEB 会議 

    第３回      関東農政局利根川水系土地改良調査管理事務所 

第４回            関東農政局利根川水系土地改良調査管理事務所 

    第５回      WEB 会議 

    最終回      WEB 会議 

 

 



第５章 成果物 

（成果物） 

第５－１条 

変更なきにつき省略 

 

（成果物の提出先） 

 第５－２条 

   変更なきにつき省略 

 

 

第６章 業務管理 

（情報共有システムの業務について） 

第６－１条 

変更なきにつき省略 

 

 

第７章 契約変更 

（契約変更） 

第７－１条 

変更なきにつき省略 

 

 

第８章 定めなき事項 

（定めなき事項） 

第８－１条 

変更なきにつき省略  



（別紙１） 

作業項目内訳表 

作業項目 作業内容 
作業数量 

当初 第 1回変更 

1.準備作業 本業務の実施に当たり、資料の収集及び貸

与資料の内容の把握を行う。 
1 式 1 式 

2.衛星画像等による地

区内営農状況の把握 
地区内全体における営農状況の把握のた

め、衛星画像等を利用した地区内の取水状況

等の確認・分析・評価を行う。 

なお、衛星画像を活用した地区内取水状況

等の分析・確認においては学識経験者の助言

を求めるものとする。 

 

 

1 式 

 

 

 

1 式 

 

3.地区内水利用等実態

調査 
   

3-1．取水量実態調査 
 

 

両総地区全体の水利用実態の把握、代かき

の前倒し取水による水利用の変化を把握する

ため、令和３年度の調査用水期間における取

水施設の期別取水量を定量調査する。 
令和 3 年度の取水施設ごとの期別取水量に

ついては発注者から提供する。 

- 1 式 

3-2．分水量実態調査 水利用実態の把握、代かき前倒し取水によ

る水利用の変化を把握するため、令和 3 年度

の調査用水期間における分水工の期別取水量

を定量調査する。 
令和 3 年度の分水工ごとの期別取水量につ

いては発注者から提供する。 

- 1 式 

3-3. 配水管理実態調

査 
効率的な配水管理・調整に係る課題を把握

するため、以下の調査を実施する。 
・令和 3 年度の調査用水の配水方法について

上記 3-1 及び 3-2 の結果を踏まえて、関係者か

らの課題等の聞き取り調査を実施する。聞き

取りにおいては反復利用施設の有無等ブロッ

クごとの施設状況に留意すること。 
・支線・末端における配水ルールや手法実

態について調査を実施する。 

- 1 式 

3-4.  調査結果取りま

とめ・分析・評価 
上記調査結果及び過年度検討業務報告書

を基に以下の分析・評価を行う。 
(1) 令和元年度から令和３年度までの調査

用水による調査結果の取りまとめ分

析・評価 
(2) 地区内水需要の予測・分析・評価 
なお、過年度検討業務報告書については以

下報告書を利用すること。 
・令和元年度 国営造成施設水利管理事業 両
総地区用水計画検討その他業務 

- 1 式 



・令和 2 年度 国営造成施設水利管理事業 両
総地区用水計画等検討業務 

4.地区内水源の検討 地区内水源の代かき前倒し用水への利用

可能性を検討するため、以下の調査検討を実

施する。 

  

4-1. 地区内河川の利

用可能量調査 

現行水利権の協議資料等を基に、代かき前

倒し期間における地区内河川の利用可能量

について、分析を実施する。特に栗山川につ

いては詳細な分析を行うこと。 

1 式 

 

1 式 

 

4-2. 第一調整池の実

態調査・分析 

 代かき前倒し期間における第一調整池の利

用可能性の分析のため、以下の調査を行う。 

(1)反復水等の両総用水以外の流入量につい

て関係資料の収集を行う。 

(2)上記(1)の結果を基に、第一調整池の代か

き前倒し間前の貯留可能量を分析したうえ

で、代かき前倒し期間中及び期間後の貯留量

に係る分析を実施する。 

(3)上記(1)及び(2)の結果を踏まえて、代かき

前倒しのための第一調整池の利用可能量及び

当該利用可量を踏まえた適切な運用方法につ

いて検討を行う。 

1 式 - 

4-2. 第一調整池の実

態調査・分析 

 代かき前倒し期間における第一調整池の利

用可能性の分析のため、以下の調査を行う。 

(1)反復水等の両総用水以外の流入量につい

て関係資料の収集を行う。 

(2)上記(1)の結果を基に、第一調整池の代か

き前倒し期間前の貯留可能量を分析したうえ

で、代かき前倒し期間中及び期間後の貯留量

に係る分析を実施する。 

- 1 式 

4-3.ため池の実態調

査・分析 

地区内ため池の利用実態について、関係資料

の収集を行うとともに、利用可能性について

分析を行う。 

- 1 式 

5.配水計画の検討 上記の 1～4 の検討・分析結果を基に、各分水

工の代かき前倒し用水量を土地改良区と調整

したうえで配水計画の検討・策定を行う。 
- 1 式 

6.有識者委員会の設

置・運営 

 

 

 

 

営農計画及び用水計画に知見を有する有識

者会議を開催するものとする。有識者の選定

（3 名程度）については発注者が行うものとす

る。 

なお、有識者会議の開催回数は 2 回を想定

しており、開催場所は以下のとおりとする。 

第 1 回：両総地区内関係施設（有識者による

現地調査を含む計 4 時間程度） 

第 2 回：利根川水系土地改良調査管理事務所 

1 式 - 



6.有識者委員会の設

置・運営 

 

 

 

 

営農計画及び用水計画に知見を有する有識

者会議を開催するものとする。有識者の選定

（3 名程度）については発注者が行うものとす

る。 

なお、有識者会議の開催回数は 2 回を想定

しており、開催場所は以下のとおりとする。 

第 1 回：両総地区内関係施設（有識者による

現地調査を含む計 4 時間程度） 

第 2 回：両総土地改良区会議室（有識者１名

は WEB 参加） 

- 1 式 

7.河川協議資料作成    

7-1. 用水諸元の整理 

 

代かき期の前倒しに係る調査用水の過年度

業務報告書及び上記 2 から 4 の結果をもとに、

代かき期の前倒しのための用水量算定に必要

となる基礎諸元（かんがい期間、作付け品種）

について検討及び整理を行う。 

なお、過年度調査結果については、以下報

告書を利用すること。 

・令和元年度 国営造成施設水利管理事業 両

総地区用水計画検討その他業務 

・令和 2 年度 国営造成施設水利管理事業 両

総地区用水計画等検討業務 

 

1 式 

 

1 式 

7-2. 水収支計算の実

行 

 

上記 3 及び 5-1 の分析結果を踏まえ、代か

き前倒しに係る必要水量を算定し、以下のケ

ースについて水収支計算を実行する。 

（1）現行水収支計算の実行（雨あり(基準年）、

雨なし） 

（2）変更水収支計算の実行（雨あり(基準年)、

雨なし） 

水収支計算のプログラムについては、前回

の河川協議資料より再現して使用するものと

する。 

1 式 1 式 

7-3. 河川協議資料の

作成 

上記で整理した用水諸元及び水収支計算を

基に、代かき前倒しのための用水について河

川協議資料の作成を行う。 

なお、河川協議資料は、栗山川自流を水源

とするものと、第一調整池を水源とするもの

の 2 種類を想定している。 

1 式 - 

7-3. 河川協議資料の

作成 

上記で整理した用水諸元及び水収支計算を

基に、代かき前倒しのための用水について河

川協議資料の作成を行う。 

なお、河川協議資料は、栗山川自流を水源

とするものを想定している。 

- 1 式 

8. 関連地区資料収集

等 

近傍国営地区（１地区）の河川協議に関わ

る動向を確認するため、関係資料の収集・作
- 1 式 



成（用水諸元の整理、水収支計算、取水量と

取水ゲート開度の相関分析、取水量計測に用

いる既存 H－Q 式の検証・分析）を行う。

なお、取水ゲート開度、実測流量、既存 H-Q
式から算定した過年度の取水量に係るデー

タは発注者から提供する。 
9.点検照査とりまとめ 上記の各項目の点検・とりまとめ及び報告

書の作成を行う。 
1 式 1 式 

 



 

別添 

業務の情報共有システム活用要領（案） 
 

変更なきにつき省略 


